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【手続補正書】
【提出日】平成22年11月18日(2010.11.18)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数の通信方式による通信に対応した第１の通信端末と、該第１の通信端末が対応して
いるいずれかの通信方式による通信に対応した第２の通信端末とを具備する通信システム
であって、
　前記第１の通信端末は、
　ネットワークの情報を含む報知信号を送信し、自身が対応しているいずれかの通信方式
によるネットワークを形成するネットワーク形成手段と、
　前記ネットワーク形成手段によりネットワークを形成しているときに前記第２の通信端
末から該形成されたネットワークとは異なるネットワークの情報を含む報知信号を受信し
た場合は、該受信した報知信号に基づき該第２の通信端末との通信履歴を確認する確認手
段と、
　前記確認手段により確認した前記通信履歴により、前記第２の通信端末との間で通信を
行ったことがあると判断した場合は、前記第２の通信端末が形成するネットワークへ参加
する通信制御手段と
　を具備することを特徴とする通信システム。
【請求項２】
　複数の通信方式による通信に対応した通信端末であって、
　ネットワークの情報を含む報知信号を送信し、自身が対応しているいずれかの通信方式
によるネットワークを形成するネットワーク形成手段と、
　前記ネットワーク形成手段によりネットワークを形成しているときに他の通信端末から
該形成されたネットワークとは異なるネットワークの情報を含む報知信号を受信した場合
は、該受信した報知信号に基づき該他の通信端末との通信履歴を確認する確認手段と、
　前記確認手段により確認した前記通信履歴により、前記他の通信端末との間で通信を行
ったことがあると判断した場合は、該他の通信端末が形成するネットワークへ参加する通
信制御手段と
　を具備することを特徴とする通信端末。
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【請求項３】
　前記通信制御手段は、
　前記確認手段によって確認した前記通信履歴により、前記他の通信端末との間で通信を
行ったことがないと判断した場合には、前記ネットワーク形成手段により形成されたネッ
トワークへの接続を維持する
　ことを特徴とする請求項２記載の通信端末。
【請求項４】
　前記通信制御手段は、
　前記確認手段によって確認した前記通信履歴により、前記他の通信端末との間で通信を
行ったことがあると判断し、かつ、前記ネットワーク形成手段により形成しているネット
ワークの情報を含む報知信号を所定時間受信していない場合に、該他の通信端末が形成す
るネットワークへ参加する
　ことを特徴とする請求項２又は３記載の通信端末。
【請求項５】
　前記ネットワーク形成手段により形成されたネットワークを介してデータを通信中か否
かを判断する判断手段を更に有し、
　前記通信制御手段は、
　前記判断手段によりデータが通信中であると判断された場合は、前記ネットワーク形成
手段により形成されたネットワークへの接続を維持する
　ことを特徴とする請求項２乃至４のいずれか１項に記載の通信端末。
【請求項６】
　前記通信制御手段は、
　前記確認手段によって確認した前記通信履歴により、前記他の通信端末との間で所定時
間通信を行っていない場合は、該他の通信端末との間で通信を行ったことがないと判断す
る
　ことを特徴とする請求項２乃至５のいずれか１項に記載の通信端末。
【請求項７】
　複数の通信方式による通信に対応した他の通信端末と通信を行なう通信端末であって、
　前記他の通信端末により自身が未対応の通信方式によるネットワークが形成されている
ときに該他の通信端末から報知信号を受信した場合は、該受信した報知信号に基づき該他
の通信端末との通信履歴を確認する確認手段と、
　前記確認手段により確認した前記通信履歴により、前記他の通信端末との間で通信を行
ったことがあると判断した場合は、ネットワークを形成するとともに、自身が対応してい
る通信方式によるネットワークの情報を含む報知信号を送信する通信制御手段と
　を具備することを特徴とする通信端末。
【請求項８】
　前記通信制御手段は、
　前記確認手段によって確認した前記通信履歴により、前記他の通信端末との間で通信を
行ったことがないと判断した場合には、自身が対応している通信方式による前記ネットワ
ークを形成しない
　ことを特徴とする請求項７記載の通信端末。
【請求項９】
　前記通信制御手段は、
　前記確認手段によって確認した前記通信履歴により、前記他の通信端末との間で所定時
間通信を行っていない場合は、該他の通信端末との間で通信を行ったことがないと判断す
る
　ことを特徴とする請求項７又は８記載の通信端末。
【請求項１０】
　複数の通信方式による通信に対応した通信端末の通信方法であって、
　ネットワークの情報を含む報知信号を送信し、自身が対応しているいずれかの通信方式
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によるネットワークを形成するネットワーク形成工程と、
　前記ネットワーク形成工程によりネットワークが形成されているときに他の通信端末か
ら該形成されたネットワークとは異なるネットワークの情報を含む報知信号を受信した場
合は、該受信した報知信号に基づき該他の通信端末との通信履歴を確認する確認工程と、
　前記確認工程により確認された前記通信履歴により、前記他の通信端末との間で通信を
行ったことがあると判断した場合は、前記他の通信端末が形成するネットワークへ参加す
る通信制御工程と
　を含むことを特徴とする通信端末の通信方法。
【請求項１１】
　複数の通信方式による通信に対応した他の通信端末と通信を行なう通信端末の通信方法
であって、
　前記他の通信端末により自身が未対応の通信方式によるネットワークが形成されている
ときに該他の通信端末から報知信号を受信した場合は、該受信した報知信号に基づき該他
の通信端末との通信履歴を確認する確認工程と、
　前記確認工程において確認された前記通信履歴により、前記他の通信端末との間で通信
を行ったことがあると判断した場合は、ネットワークを形成するとともに、自身が対応し
ている通信方式によるネットワークの情報を含む報知信号を送信する通信制御工程と
　を含むことを特徴とする通信端末の通信方法。
【請求項１２】
　請求項１０又は１１記載の通信方法をコンピュータに実行させるためのプログラム。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　上記目的を達成するため、本発明の一態様は、複数の通信方式による通信に対応した第
１の通信端末と、該第１の通信端末が対応しているいずれかの通信方式による通信に対応
した第２の通信端末とを具備する通信システムであって、前記第１の通信端末は、ネット
ワークの情報を含む報知信号を送信し、自身が対応しているいずれかの通信方式によるネ
ットワークを形成するネットワーク形成手段と、前記ネットワーク形成手段によりネット
ワークを形成しているときに前記第２の通信端末から該形成されたネットワークとは異な
るネットワークの情報を含む報知信号を受信した場合は、該受信した報知信号に基づき該
第２の通信端末との通信履歴を確認する確認手段と、前記確認手段により確認した前記通
信履歴により、前記第２の通信端末との間で通信を行ったことがあると判断した場合は、
前記第２の通信端末が形成するネットワークへ参加する通信制御手段とを具備することを
特徴とする。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１３
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【補正方法】削除
【補正の内容】
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１４
【補正方法】削除
【補正の内容】
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